
人

人

％

％

％

％

分野

分野

％

％

・

・

・

・

④ 施策展開

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

② 対象と目的
圏域住民の人口流出を防ぐため、2市1町で暮らしに必要な都市機能や生活機能を確保し、互いに連携・協力する
ことにより、圏域全体の活性化を図る（誰のために、何の

ために）

③ 現況と課題
東備西播定住自立圏共生ビジョンを策定し、①地域医療連携、②生涯学習の推進、③産業振興、④公共交通、⑤
ICTインフラ、⑥交流促進、⑦職員交流　の分野で事業連携に取り組んでいるが、市民生活の利便性向につながる
事業が少ないため、今後は市民の生活機能の強化に取り組んでいく必要がある

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

施策ごとに有効な圏域連携と共同事務処理の推進

＜備前市総合計画の内容から記載する＞

① 政策の体系
基本目標（大項目） 健全で自立したまちづくり

基本施策（中項目） 簡素で効率的な行財政運営

備　　前　　市 　施 　策 　評 　価 　シ 　ー 　ト

調査年度 H22 H23 H24 H25

重要度（%）

調査対象でない施策
は、市民の反応等

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

定住自立圏構想での事業を身近に感じている市民は少ないが、赤穂市民病院の室料差額や分娩費用の相違に
ついての指摘がある（赤穂市民病院では市外住民は室料差額や分娩費用が高額となっている）

氏名 三村　功

役職 総務部長

3 中立

二次評価者コメント

圏域の交流イベントも広がりをみせ、圏域バスの運行、助産料の格差是正など成
果もあがりつつありますので、継続してください。

基本施策への
貢献度

翌年度(H26年度)の取組目標 検証結果に基づき平成27年度以降の方針を決定する

進行年度(H25年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

赤穂市民病院の圏域内住民の助産料差額をなくするとともに、圏域バス（吉永～赤穂、上郡～赤穂）
の本格運行を決定している
共生ビジョンの期間は平成22年度～26年度であり、来年度が最終年度となることから、この事業が本
市の市民にとってどのような効果（生活利便性の向上）があったのかを検証し、27年度以降の方針を
検討する

満足度（%）

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

2
環境部門、福祉部門での事業連携は見通しが立っていない
圏域バス本格運行の条件（市町村を越える利用者は1便当たり1人超、かつ1日当たりのバス総
利用者数1人以上）は満たしたがハードルが低い。持続可能な運行に向けての利用促進が必要
である

環境部門、福祉部門での事業連携ができていない2

圏域住民の診療支援

＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 2圏域連携のための圏域バスの運行

圏域内行政機能の充実・強化

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

3 事業分野での成果は計れるが市民生活の利便性の向上度が把握しにくい

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

⑧ 施策の評価

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果
⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

ベンチマーク － －

H28実績

目標

達成率 － －

H25

ベンチマーク － －

H28 8

H25

－－

①地域医療連携、②生涯学習の推進、③
産業振興、④公共交通、⑤ICTインフ
ラ、⑥交流促進、⑦職員交流

7

ベンチマーク

達成率

7 7 7

目標

実績

－ －

50.0

H28
定住自立圏関係事業参加者数/圏域住民
基本台帳人口

H2550.0

98.4 －

50.0 75.0

80.0実績 45.8 49.2 69.4

目標

達成率 －

－ －

－

圏域バスの開始は平成24年3月5日のため
24年度から目標値を設定

H25

97.4

309 3,897 H28

64-1871 H23 H24

4,500このシート作成に要した時間 時間

施　策　名
（小項目）

広域行政
コード 作

成
者06-01-03

氏名

役職

電話

課長

H22
施策に対する成果指標名

単
位

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
過年度実績中野新吾 成果指標の計算式の説明

ベンチマークの説明
目標値

評価年度

4,000

6,000
成
果
指
標

1.5

実績圏域バス備前ルートの利用者
数（吉永病院～イオン赤穂）

目標

ベンチマーク

この施策の
平成24年度の

施政方針

この施策の
アピール
ポイント

兵庫県赤穂市、上郡町と「東備西播定住自立圏」を形成し、圏域の活性化に繋がる各種事業を2市1町で連携
して実施している。 参

考
指
標
①

定住自立圏関係事業参加率
達成率 91.6

参
考
指
標
③

参
考
指
標
②

定住自立圏で行っている連携
分野の数

138.8 －
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5

0.0 2.0 4.0

満
足
度

重要度

H22～H24 H25
横軸に重要度、縦軸に満足度をとり、それぞれの平均値を交点としてグラフ化しています。

※H25から数値の採取方法を変更したため、別グラフで表示しています。

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低



№１

6,56726,350 10,201 0.92 31,389 0.70 46,174

平成25年度

7,062 0.73 36,228

平成22年度 平成23年度 平成24年度
この施策に費やした資源（単位：千円，人）

368 ☆☆☆☆

単市定住自立圏形成推進協議会負担金 0.000 0.00 30,600 0

128

35,500

9,833 6,378 0.68

599 0646

6,910定住自立圏推進事業 単市 114

25,500 ☆☆☆45,7000

1140.88 0.72

☆0.00 5 0 0.00

0.00

5

0.00 91 ☆

空路利用促進会負担金

定住自立圏推進事業2

単市 0

0.00

262

苫田ダム水源地域振興事業負担金 単市

単市

単市

5

106

0.03

0 0.00 10

0.00

0.01

10 0

721 0 0.00

189 0.02

5 16

☆10 22 0.00 10兵庫・岡山両県境隣接市町村地域振興協議会負担金
広域振興協議会等運営事業1

当初予算
☆☆☆☆☆
　　～　☆

人工数
直　接
事業費

人件費 人工数

0 ☆☆00兵庫・岡山両県境隣接市町村地域振興協議会事業 114 0.01 0

施策への
貢献度

事業
分類

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

直　接
事業費

人件費 人件費
直　接
事業費

事　業　費　等　（単位：千円，人）

施策を構成する
事　務　事　業

細　　事　　業

人工数

施策構成事務事業の評価


